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研究成果の概要（和文）：研究成果は、本研究グループが執筆した萩野誠編著『世界自然遺産とエコツーリズム
のモデル分析』鹿児島大学大学院人文社会科学研究科地域経営研究センター叢書、No.3。北斗書房,2018年3月に
よってまとめている。
本研究で得られた知見は、第1に,観光業者側、供給サイドからみて、世界遺産登録時に評価された自然環境の特
徴を網羅するエコツアーを実施することが、インバウンドを含め、自走化を果たすというものであった。第2に
は、観光客の行動をモデル化したが、エコツアーを規定するモデル化をおこなった（前掲書p.17）。これは、エ
コツーリズムの消費者行動をあらわすことを目指したものである。

研究成果の概要（英文）：Our research result in two new points. At first, we  find out one of the 
successful factor about ecotourism at World Natural Heritage areas. that is, t
heir eco-tour course should includes all contents which has been evaluated in the UNESCO conference.
 This findings was derived from "Ogasawara and Yakushima: those areas have been registrated as World
 Natural Heritage.
Secondly, we built up consumer conduct model for ecotourism. It could explain the role of eco-tour 
guides. they provide tourist information and knowledge individually. Eco-tourists acquire new 
knowledge more and then select new area, This is one of the reason few eco-tourists become repeater 
in the same area. It is a new viewpoint for regional development at ecotourism.

研究分野：エコツーリズム観光
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１． 研究開始当初の背景 
 日本における世界自然遺産の登録地は、現
在も４地域であり、屋久島・白神(1993)、知
床(2005)、小笠原(2014)となっている。これ
らの登録地のなかで、観光業が地元経済を潤
しているのは、屋久島のみである。本研究の
背景としては、屋久島のエコツーリズム観光
が成立していることをとりあげ、なぜ、屋久
島だけがエコツーリズムの成功事例として
あげられるのか、その要因をさぐり、モデル
化をおこなうことで、他の世界遺産地域の観
光業の振興をはかれるのではないかという
着想より、研究をはじめた。 
 
２．研究の目的 
 研究の目的は、上述したように、屋久島の
観光業・エコツーリズムのモデル化が第 1の
テーマである。これが、他の世界自然遺産地
域に対してもエコツーリズムの可能性を高
めるものになることをめざしていた。 
 2 つ目は、世界遺産という従来の国立公園
と異なる制度のもとで、成立しているエリア
であるために、モデル化のための前提として
世界遺産条約を読み解く必要があった。そこ
で、「「世界文化遺産及び自然遺産の保護に関
する条約」（略して世界遺産条約）をもとに
して、世界遺産の概念を整理し、この条約で
規定された利活用のあり方を明確にする必
要が生じた。これが、本研究のもう一つの目
的である。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法は、研究の進捗状況にあわせて、
３つのステップにわけ、それぞれの方法をわ
けることになった。 
第１ステップは、世界遺産条約の理念およ
び正解遺産の概念をあきらかみすることで
あった。研究方法としては、条文および諮問
委員会等の審議結果資料を収集することに
した。必要に応じて、世界遺産登録の作業を
理解している担当者にヒアリングをおこな
うことにした。 
 第２ステップ以降では、エコツーリズムに
関するモデル化に取り組むことになるが、第
２ステップでは、日本における世界自然遺産
登録地域におけるエコツーリズムの運営形
態を現地調査により、類型化することである。
この類型化には、第１ステップでおこなった
世界遺産条約の理念・概念の分析をもととし
ている。 
 第３ステップでは、類型化をもとにモデル
化をおこなった。このためにエコツアーガイ
ド業の成立が必要ともなり、政府統計等を利
用し、採算可能かつ持続的なエコツーリズム
観光モデルを計量・検証をおこなった。 
 このモデルの汎用性を求めるために、台湾
における自然公園の調査をおこなった。現地
ガイド等のヒアリングを手法として利用し
た。 
 なお、それぞれのステップは研究期間の３

年に対応している。 
 
４．研究成果 
(1). 世界遺産条約の理念の再確認 
 世界遺産(World Heritage)という言葉の意
味は、「世界的および人類が後世へ引き継
いでいくに価する自然・文化である。」とい
う定義である。世界遺産条約の前文におい
て、「いずれの国民に属するものであって
もこの無類のかけがえのない物件を保護す
ることが世界のすべての国民のために重要
であることを明らかにしている」、そのため
に、「全人類のための世界の遺産の一部とし
て保存しなければならないもの」と規定され
ており、自然遺産については、第 2条におい
て以下の 3 つに限定されている。(1)「無機
的 及 び生物学的生成物又は生物群から成る
自然の記念物で、鑑賞上又は科学上顕著な普
遍的 価値を有するもの」、(2)「地質学的及
び地文学的生成物並びに脅威にさらされて
いる動物及び植物の種の生息地及び自生地
であり、かつ明確に限定された区域で、科学
上又は保存上顕著な普遍的な価値を有する
もの」、(3)「自然地区または明確に限定され
た自然の区域で、科学上、保存上若しくは自
然 の 美観上顕著な普遍的価値を有するも
の」である。さらに、第 6条では、「文化及
び自然の遺産が世界の遺産であること並 び
にその遺産の保護について協力することが
国際社会全体の義務であることを認 識 す
る。」とされている。以上のことから、浮かび
上がってくるのは、世界遺産は、全人類の
ために保存されるべきものということであ
る。ただし、保護するばかりでなく、活用
も総合計画という形で必要とされている。第
5 条「各締約国は、自国の領域内に存在する
文化及び自然の遺産の保護、保存、及び整
備活用のため、できる限り、自国に適した条
件に従って、次のように努力する。(a)文化及
び自然の遺産に対し社会生活における役割
を与えること並びにこの遺産の保護を総合
計画の中に組み入れることを目的とする一
般方針を採択する。」この条文から浮かび上
がる世界遺産の目的は、一国を超えた普遍的
な価値をもつものを全人類のために保護
し、さらに、活用するために一国が責 任 を
もって整備をおこなうというものである。 
 他方、我が国には自然公園法(1957 年)があ
る。世界遺産条約では、一国が保護をおこ
なうことを義務づけているが、我が国 の 世
界自然遺産の保護は、自然公園法によりおこ
なわれている。それ以前の国立公園法(1931
年 )からの長い歴史をもつ国立公園は、日本
人にとって親しみのある自然公園である。
そのため、多くの現場で、世界自然遺産と
なっても国立公園の考えを捨て去ることが
できないケースが見受けられる。まずは、世
界遺産条約と自然公園法を比較してみよう。 
 世界遺産条約は、遺産所在国の国内法で保
護・管理・活用をおこなうため、国内法で



ある自然公園法に全面的に依拠している。
ただし、自然公園法での目的を世界遺産条
約により広く世界に開放することとなる。
それは、世界の人々を含めた共同の利用を
目指すことでもあり、極端な見方をするな
らば、国内法の目的を変更することが世界
遺産条約であるということもできるのであ
る。 
 以上のことから、世界自然遺産をめぐる
観光は、次の 4 つの特徴を持つことになる。 
①インバウンド受け入れは、世界遺産条約
上、義務であることを前提として観光を組
み立てなければならないことである。 
②世界遺産登録時の評価された 顕著な自然
環境の特徴をもとに観光を組み立てること
である。屋久島の場合、縄文杉ばかりが脚光
を浴びているが、本来は、亜熱帯から亜寒帯
の植生が垂直分布し、生物多様性が確保され
ていることが評価されている。これが世界の
目的であり、インバウンド観光で外せない点
でもある。 
③インバウンドを含めた観光客の利便性を
考えなければならない点である。残念ながら
屋久島を車椅子で散策できるコースは極 一
部である。世界自然遺産の一部でも体験でき
るように考えることは、自然公園法でも必要
であることはいうまでもない。 
④最後に、世界遺産登録は、永遠ではない
ということである。すでにいくつかの登録地
はリストから削除されている。逆にいうと、
以上のような負担を受け入れたから、世界遺
産となったことを地元住民や地元観光業者
も忘れてはならないということとなる。 
 
(2).日本国内の世界自然遺産の類型化 
 日本の世界自然遺産のエコツアーの現状
として、エコツアーの対象となっている消費
者ニーズのある自然環境とユネスコが認定
した普遍的価値である自然環境との関係性
を明らかにした。 
 対象地域は、世界自然遺産登録地域（屋久
島・白神山地・知床・小笠原諸島）と暫定リ
ストに記載してある、奄美群島と西表島も現
地調査をおこなった。消費者ニーズのある自
然環境価値とユネスコの認定する普遍的価
値との関係性を分析するためのフレームワ
ークを構築した。その分析フレームワークを
用いて、それぞれの世界自然遺産のエコツア
ーの現状を把握した。 
 ユネスコが、世界自然遺産として顕著で普
遍的な価値を有するかを判断する指標の一
つに、世界自然遺産の評価基準(クライテリ
ア)がある。この世界自然遺産の評価基準は、
自然美、地形・地質、生態系、生物多様性の 
4 つ存在している。日本の世界自然遺産登録
地域は、「生態系」の評価基準について 4 地
域のすべてが認定されている。このほか、屋
久島は自然美を、知床は生物多様性について
も認定されている。生態系の評価基準は、陸
上・ 淡水域・沿岸・海洋の生態系や動植物

群集の進化、発展において、重要な進行中の
生態学的過程又は生物学的過程を代表する
顕著な見本であるのか、という観点で科学的
に評価認定される。この生態系の評価基準に
ついて認定された 4地域は、「陸域」と「水
域」についてユネスコから普遍的価値があ
ると認定されている。つまり、世界自然遺産
の普遍的価値という観点からは、世界自然遺
産認定地域の観光資源は、大きく「陸域」と
「水域」に分類される。当該地域が、ユネス
コに認定された自然環境のうち、陸域・水域
のどの自然環境を対象にエコツアーが成立
しているのか、また、観光客のニーズはどの
程度なのか、ガイド業の採算性はあるのかに
ついて調査および分析した。なお、奄美群島
と西表島は、国立公園の認定地域をユネスコ
に認定された自然環境に置き換えて調査お
よび分析をおこなっている。屋久島の状況は
前述のとおりである。小笠原諸島と奄美群島
の状況には類似性が見られる。小笠原はもと
もとホエールウォッチングやダイビングな
どの水域でのアクティビティが展開されて
おり、世界自然遺産登録の機運とともに ト
レッキングや動植物の生態観察などの陸域
のエコツアーへと広がっていった。現在も陸
域の自然環境を観光資源と捉え、エコツアー
の陸域への展開に注目している。奄美も同様
に以前より観光客のニーズの高かった水域
でのアクティビティから陸域でエコツアー
を視野に入れた展開がなされている。西表島
は、沖縄の離島観光ブームの恩恵を多分に受
けており、水域におけるエコツアーが非常に
人気である。遊覧船はもとより、マングロー
ブの森へのカヌーツアーやキャニオリング
まで、水域でのアクティビティは多岐にわた
る。この水域でのアクティビ ティは、認定
された自然環境でも活発に行われているこ
とが特徴的である。また、陸域では滝つぼを
目指したトレッキングが非常に人気である。
白神山地と知床については、エコツアーの存
立および継続は困難であると考えられる。自
治体が発表する 2015 年の観光客の入込客数
は、白神山地が 43 万人、知床に至っては 170
万人であるが、実際の現地調査では、世界自
然遺産認定地域ではエコツアーは積極的に
展開されておらず、アクセスの悪さや自然環
境の厳しさが相まって、観光客のニーズは低
いようである。このように、屋久島以外の世
界自然遺産登録地域においても、ユネスコに
認定された自然環境の全ての区域でエコツ
アーが展開されるわけではなく、また、エコ
ツアーの存立、あるいは持続可能性は容易で
はないことが示唆される。 
 つまり、世界遺産委員会で評価されたクラ
イテリアをほぼエコツアーの対象としてい
る小笠原と奄美・琉球、その一部のみ対象と
している屋久島、白神、知床という構図があ
きらかになった。また、知床は、昨今、陸域
の整備がすすみ、全域をエコツアー化してい
る。この 2 つの類型をおこなうことにより、



エコツーリズムの正確である「持続可能性」
を実現するためには、クライテリアのエコツ
アー化が必要であるという結論に達した。そ
して、クライテリアこそが、世界的な評価で
あり、インバウンド誘客の重要な側面でもあ
ることが指摘された。 
 
(3)世界自然遺産をめぐるモデル化 
 これらの前提条件のもと、モデル化をおこ
なったが、本研究のモデルの目的はツーリズ
ムの確率であり、一時的な経済的な成功を考
えているわけではない。 
 そして、クライテリアを網羅するエコツア
ーの重要性を鑑み、消費者・観光客側からの
需要モデルが不可欠であるという結論に達
した。このために、エコツアー客の行動をあ
らわすエコツアー曲線を導き出した。 
 

エコツーリズム観光客の消費行動 

 

 

 

 

 
この図で示したのは、縦軸に個人の自然理解
力であり、横軸にエコツアー対象地をサービ
スが豊かなものから右から並べたものであ
る。この個人の能力とのギャップをうめるの
が、エコツアーガイドによる自然のインター
プリテーションとなる。ここから導かれる特
徴は、第 1に、ある特定の場所のエコツアー
に参加したとしても、それ以上の場所は世界
中にあり、リピーターにつながらないという
ものである。第 2に、エコツアーに参加する
ことで、自然の理解力が高まり、エコツアー
ガイドを必要としないことが生じるという
点である。これは、エコツーリズムが持つ避
けられない現象であり、今回の調査でも指摘
されたところである。 
 
(4). モデルによるエコツアーガイドの収入
シミュレーション 
このモデルを利用し、エコツアーガイド業
の収入状況について、国および 地方自治体
が公表している統計情報をもとに推定した。
そして、ガイド業の収入状況を検討すること
で、エコ ツアービジネスの存立可能性と持
続可能性を検討していった。図表 6は、国立
公園の年間利用者数をもとに、エコツアーガ

イドの一人当たり年収を推計したものであ
る。 

 
 
 
これによると、エコツアーガイド業は、過
去数年間を遡っても約350万円の年収が見込
めることになる。日本の平均年収には満たな
いものの、生計を立てられないほどの年収で
はない。小笠原の標準偏差は 14 万円弱で、屋
久島の半分の値であり、月収ベースであるこ
とを考慮すると積極的に評価できる値では
ない。西表島はガイド一人当たりの年収が
50 万円程度であり、専業ガイドとしてはビジ
ネスとして成立しがたいようである。 
この 3地域を比較すると、ある程度の年収
が確保でき、月収のばらつきが相対的に小さ
く 、陸域と水域の両方でエコツアーが 実現
できる小笠原モデルがエコツアービジネス
の理想モデルであるとも考えられる。しかし、
不安定なモデルであることは否めな い。 
本研究では、現地調査をもとにした世界自
然遺産のエコツアーの分析フレームワーク
によって、ユネスコに認定された自然環境 
の全ての区域でエコツアーが展開されるわ
けではないことを指摘した。また、エコツア
ーガイドの収入の推定値を検討することで、 
エコツアービジネスの存立と持続可能性は
容易ではないことが示 唆された。これらの
結果を踏まえると、世界自然遺産登録地域で 
もエコツアーをビジネスとして成立させ、持
続していくのは非常に難しく、今後のエコツ
アービジネスは、専業ガイドではなく、兼業
ガイドにより展開される可能性が高 い と 考
えられる。 
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